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農水大臣である山田代議士などで、そういった
方々のかなりの数がTPP交渉に反対あるいは
消極的という状況です。また、自民党、社民党、
共産党など野党の中にも反対意見がかなり強い
人がいて、なかなかこの論議が進んでいないと
いう状況かと思われます。

また、農業団体、農協、農協中央会はじめ農
業関係者の間でも大変意見が強い問題でもあり
ます。

日本医師会はじめ医療関係団体の中からも、
不安と言いますか、懸念も大変強く出ています。
このTPPは国民皆保険の崩壊のきっかけにな
る。民間営利の生命保険会社が入ってくる。所
得の低い人が、適切な医療、公平な医療を受け
る機会が失われるようなことになりかねない。
あるいはまた、混合診療全面解禁のきっかけに
なりかねないなどという不安や懸念です。

一つは、先ほど申し上げましたように、医療
経営に営利法人の参入を認めろということを、
アメリカが主張してくるのではないかというこ
とです。この点についても、明確な政府の方針、
政府としての、内閣としての見解が出されてい
ない以上、早々に交渉に参加して、いわばずる
ずると引っ張り込まれるようなことは絶対に避
けてほしいという批判もされています。

4月18日だったでしょうか、日本医師会など
30あまりの団体から700人程度の参加者があっ
たようですが、TPP交渉参加反対の集会を開い
て決議をしています。こういう状況です。

もっとも、医療関係団体の中でも、病院団体
は、政府は国民皆保険をつぶすようなことはし
ないと言っているわけだから、それを信じて交
渉参加は認めてもいいのではないか。あとは交
渉次第ではないかという認識のようです。医療
関係団体の中でも、若干受け止め方には差異が
見受けられように思われます。

はじめに

皆さんこんにちは、ご紹介をいただきました
和田です。およそ1時間半、時間をいただいて

「TPPと日本の医療」について、特に国民皆保険
制度、医療への営利法人参入問題に関連したお
話をします。

ちょうど1年半前、当時の管直人総理が横浜
で開かれたAPECでTPP交渉に参加したいとい
う発言をされました。「これは日本にとって第
三の開国である」と言われましたが、多くの国
民にとって「唐突な」印象を与えた発言であり、
大きな波紋を呼びました。
「第三の開国」ということですが、一番目の開

国とは、幕末の尊王攘夷の時代から明治維新に
かけての時期でしょうか。日本は、不平等条約
を押し付けられ、治外法権を認めました。外国
人が日本で犯罪を起こした場合に日本には裁判
権がなかったのでして、治外法権の撤廃は1899
年にようやく実現を見ました。もう一つ、関税
自主権もなかったのです。関税自主権は、20世
紀に入って、2011年にようやく回復することが
できました。このように不完全ながらも、幕末
の開国が第一の開国でしょう。第二の開国は、
昭和20年8月の敗戦を契機に、昭和27年にサン
フランシスコ平和条約で独立を回復したことで
しょうか。そんなことを菅さんは頭に描いたと
思います。TPP論議が日本国内で浮上してから
1年半ほどになります。

昨年11月11日、野田政権は、このTPP交渉に
参加することを正式に決定し、それから半年あ
まりになります。

このTPP加入交渉参加をめぐっては、与党民
主党内でも反対意見があります。特に小沢代議
士を中心とする議員のグループの間で強いかと
思います。その中心にあるのは、菅政権時代の
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2　TPPをめぐる国際的動向

今、アメリカを除く国々は、人口規模あるい
はGDPなどから見ても、必ずしも経済大国では
ありません。仮に日本がこれに加わった10カ国
のGDPの比率をみると、全体の67％、3分の2が
アメリカ、4分の1が日本です。合計すると9割強
が日本とアメリカということに結果的にはなる
わけです。世界経済的な意味では、TPPは日米
間のFTAと言いますか、実質的には自由貿易協
定にほかならないと見るほうがよいとも言われ
ています。

他方、日本から見た貿易関係で現在大きなウ
エイトを持っているのは、中国であり韓国です。
そしてこれらの国々との間の輸出入が、日本の
経済成長や経済の安定に大きな関わりを持って
います。かつては、「アメリカがくしゃみをする
と日本は風邪をひく」と言われた時代もありま
したが、今はアメリカだけではく、中国との関
わりが大きくなっています。昨年、中国が世界1
のシェアを持つレアアースの輸出停止、大幅な
輸出削減や価格引き上げを打ち出し、その影響
で自動車やIT関連企業の事業にも大きな障害
が出ました。中国や韓国が加わっていないTPP
は、そういう意味では限界があるということに
もなります。

TPP 加盟国を10カ国に、さらにそれを増や
していく流れがありますが、TPPは、世界、国
際的な貿易の自由化という大きな流れの中でみ
ますと、大事な、しかし一つのステップに過ぎ
ないとも言えます。TPPは多国間の協定です。
そうではなくて、バイでと言いますか、2国間で
の協議を進めている地域、国もあります。最近
では、昨年11月に、アメリカと韓国がFTA（Free 
Trade Agreement）を結びました。これはこれ
で韓国では今大変な反対が起きています。日本
と同じでしょうか、特に農業団体、農業者グルー

1　TPP

TPPは、「環太平洋戦略的経済連携協定」の英
語名の頭文字を取ってTPPということになり
ます。この加盟国間で工業製品、農業産品など
に対するすべての関税を撤廃、ゼロにする。ま
た、知的財産権・労働規制・金融・医療サービ
スなどにおけるすべての非関税障壁を撤廃し自
由化する協定であるということです。

資料1です。ブルネイ、チリ、ニュージーラン
ド、シンガポール、この四つの国の間で、まず
このTPPのもとになる協定が結ばれました。現
加盟国のうちのこの4カ国を「P4」と言います。
4年後の2010年3月に、オーストラリア、ヴェト
ナム、アメリカ、ペルーが、この交渉に参加す
るということで交渉が始まりました。さらに
2010年10月にマレーシアが加わり現在9カ国で
す。これに日本が交渉参加の意向を表明したと
いうことです。交渉参加の希望を出したところ
ですから、交渉の仲間に入れるかどうかは、先
発の9カ国の合意が必要で、それまでは正式な
協議にはならないわけです。いずれにしても、
交渉の意向を表明したということになります。
（注）その後、カナダ、メキシコの交渉参加が認めら

れている（2012年6月）
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3　アメリカの立場

（1）TPPに対する基本的評価
資料1をご覧ください。TPPについての、今

の基本的なアメリカのスタンスです。第一に、
昨日のニュースでもオバマ大統領はアジア回帰
を宣言しています。軍事的な問題も含めて、ア
ジア太平洋地域重視ということを言っていま
す。歴史的に見るとアメリカ合衆国は、17世紀
前半のイギリスからの移民を中心に1776年に独
立してつくられた国です。イギリス国王に課さ
れた重い税負担、イギリス国教会を信じろとい
う強制を嫌った人たちが独立戦争を戦ってつ
くった国です。その後の歴史の中で、20世紀に
なりますと、台頭する共産主義勢力やドイツな
どの新興勢力、ファシズムに対抗し、自由主義、
民主主義を擁護する立場から、アメリカは大西
洋を挟んでイギリスとの関係を深め、ヨーロッ
パ地域との結び付きを永らく重視してきまし
た。ベトナム、湾岸地域・中東、アフガニスタ
ン問題を契機に、アメリカはアジア太平洋地域
との係わり、つながりを重視するように変わっ
てきているのです。近年、急速に中国経済の成
長が著しく、資源や市場の確保ということも
あって、軍事力の強化を図り、影響力を強めて
来ています。西紗諸島、南紗諸島あるいは尖閣
諸島などもその一環になるかもしれませんが、
資源のある地域や国々への影響力の拡大、領土・
海域の拡大の動きを見せています。

こういう中で、アメリカは、これらの地域に
おける安全保障を図ること、これら地域への輸
出の拡大を通じてアメリカ国内の雇用回復・経
済成長を進めること、そういう立場や国益の視
点、基本的な認識が根底にあるとみてよいと思
われます。そうした観点から国際的な協調連携
体制を強めていくということでして、きつい言
い方をすれば、中国包囲網の一環としてのTPP
という意味合いもありそうですね。

さらに、先ほど申し上げましたが、TPP参加
国はこれで終わりではありません。近々、メキ
シコも加わりたいと言っているようですが、10
カ国、11カ国、12カ国ということではなくて、
現在21カ国のAPEC（アジア太平洋経済連携体

プから強い批判が出ていて、李明博大統領は政
治的な基盤が弱くなってきています。地域格差
など格差の拡大ということもあり、本年秋の大
統領選挙では、同じ与党の候補者が李路線否定
を打ち出して与党候補者として勝ち残りまし
た。この自由貿易協定の問題については、各国
とも大変悩んでいるという実態があるのだろう
と思います。

ヨーロッパではつい先日、ギリシャの国政選
挙で財政緊縮路線をとった政権が大敗し第一党
が第三党に転落しました。サルコジ大統領のフ
ランスのほうも、八十数パーセントの議席を占
めていた連立政権与党が過半数を割りました。
緊縮財政派と言いましょうか、国際的な視点で
経済や財政問題を理解し政策運営をしようとい
うグループが負けて、一国経済主義、国内回帰
派が優勢です。ですから、この問題は日本だけ
の限られた問題ではなく、世界で共通している
ようにも見えます。

先ほど触れました、韓国とアメリカの自由貿
易協定（FTA）によれば、一部例外品目を残す
ようですけれども、97％、大半の品目について
関税が撤廃されることになるようです。自動車
の関税も撤廃されることになりますから、ヒュ
ンダイの車、韓国製の車がアメリカに輸出され
るときには、関税がかからず、他方、トヨタが
日本の工場で車を造ってアメリカに輸出すると
きには、2.5％の関税が課されます。ただでさえ
人件費など生産コストが高いところに加えて、
ウォン安・円高ということになりますと、2.5％
の関税の差を考えると、これは日本の自動車輸
出にとっての障壁となります。これは自動車だ
けでなく、液晶テレビやスマートフォーンなど
の産業産品についても同じことが言えるのでし
て、TPPについてはこういったことも視野に入
れて考える必要があるのですね。
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の自動車が日本で売れないのは、性能や価格に
問題があるのではなく、日本の流通システム自
体に参入障壁があるからだ。日本の自動車の
ディーラーは、例えば○○トヨペットの車はト
ヨタの車しか売らない、三菱の販売店は三菱の
車しか売らない。かといってクライスラーは独
自の販売網は持てない。そういう系列的流通関
係があるからアメリカの車が売れないのだとい
います。これは牛肉などほかの分野についても
主張しています。これは何も今に始まった話で
はなくて、1990年代の日米構造問題協議のとき
にもそんなことを言っていました。もし、そう
いう系列取引や不透明な流通慣行、不合理な参
入障壁がなくし、アメリカ産品の輸出拡大を図
りたいというのが本音です。トヨタや三菱、本
田のアメリカ工場からの輸出が増えるというこ
とも出てくるでしょうね。

もう一つ、TPP参加によって日米関係、日米
同盟の強化という方向に一層近づくというこ
と、この面も看過できませんから、中国はこれ
に対抗する動きをしてくるでしょうね。その一
つが日・中・韓3カ国のFTAであり、最近、交
渉が始められました。ただ、韓国は日本が加わ
ることに消極的で、中韓を先行させる構えのよ
うですね。

話を戻します。パブリックコメントの中の主
な意見を見てみます。

全米商工会議所は、「すべての財・サービス
及び貿易・投資に関する国内の障壁」を、すべ
て舞台に乗せて議論をしようと言っており、中
でも投資を問題として取り上げています。議論
のうえで、慎重に扱うべき「センシティブ品目」、

「例外品目」を設定したり、あるいは移行のため
の猶予期間を設けるといった対応問題として考
えればよいという基本的考え方。いずれにして
も、すべて棚卸しをして議論の場に乗せよう。
そんなことを米国商工会議所では言っていま
す。

あまり個別のことを言ってもどうかと思いま
すが、医療機器についてふれておきます。日本
にはなかなかアメリカの優れた医療機器が入
りにくい。既にアメリカやヨーロッパで上市さ
れている医療機器の半分程度しか日本で出てい

制）加盟国すべてが入ったFTAAP（アジア太平
洋自由貿易圏）への発展的拡大を視野に入れた
第一段階としてのTPP参加交渉問題だと受け
止めておいたほうが、どうやらよさそうだとい
うことです。

（2）アメリカ政府による意見募集（2012-2）
このTPPについて、昨年、アメリカ政府はパ

ブリックコメントを行いました。アメリカ国内
の団体企業のみならず関連する国々からも意見
を徴しており、日本の企業団体で出したところ
もあったようです。そういうものを要約したも
のが、2月に外務省のホームページに掲載され
ております。そのダイジェストをお手元の資料
に纏めておきました。ご覧いただければと思い
ます。

このパブリックコメントの集計によると、お
よそ86％、9割弱は日本のTPP参加に対して積
極的、肯定的です。否定的なのは7％程度です。
また、若干留保条件を付けながらも賛成という
のが、その中間にあるということです。

例えば、自動車産業です。つい一週間ほど前
に、野田総理がアメリカを訪問し、オバマ大統
領と会談をされましたが、両国ともあまりこの
TPPについては、踏み込んだ発言をしないまま
終わっています。

日本の側からは、国内の反対が強く、与党内
の意見集約、合意形成もできていない情勢の中
で、この問題を持ちかけなかったようです。ア
メリカも、野田さんは税と社会保障の一体改革
などで大変厳しい状況にあるので、反対の多い
TPPについて踏み込んだ発言をすることを避
けたようです。

アメリカ側から見ても、TPPを結んで、例
えば自動車の関税をゼロにするとなると、また
日本の自動車がたくさん入ってきて、ようやく
立ち直りかけているGM、フォードやクライス
ラーの業績が悪化する懸念があります。アメリ
カの自動車産業労働組合は有力な民主党の支
持母体ですが、そういったところへの気配りも
あって積極的に言わなかったのでしょう。

TPPは、全体としてみるとアメリカの輸出
増大にとってはいいということです。アメリカ
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ない。これは日本の承認許可制度などに問題が
ある。もっとこれを早めろというようなことを
言っていますが、日本の健康保険制度のことに
ついては特段のことを言っていませんね。

医薬品関係では、アメリカの研究開発型の
大手企業が集まっているPharma（全米研究製
薬工業協会）という団体があります。現会長
にはイーライリリーのトップが就いています。
Pharmaの基本的スタンスは、TPPによって経
済の規模が拡大しアメリカの製薬企業にとって
メリットが大きいから日本の参加を認めるとい
うものです。また、薬価算定ルール、保険償還
に関する事項、承認許可制度などなどを、2国間
で並行して議論をしていこうと言っています。

全体として見ると、アメリカの業界は、かつ
てとはかなり違ってきています。例えば日本の
薬価算定方式などについては高い評価で、かな
り満足度が高い状態になっているようです。2
年半前に採用された薬価維持特例、すなわち新
薬創出・適応外薬解消等促進加算制度は、アメ
リカ側から見るとよい制度を採用したという
ことで、争点は少なくなってきていることか
ら、そういう理解になっているのだろうと思い
ます。

また、米国先進医療技術工業会（AdvaMed）
も、日本をTPPの中に入れて積極的に議論をし
て進めていこうというスタンスを表明してい
ます。
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（3）外国貿易障壁報告書（2011-10、USTR）
もう一つ、USTR（アメリカ合衆国通商代表

部）、代表部のトップはアメリカ政府の閣僚級ポ
ストです。日米MOSS協議あるいは構造問題協
議のときの、あちら側の主戦投手と言いましょ
うか、総監督がUSTRの代表部の責任者でした。
そのUSTRが、昨年10月に「外国貿易障壁報告書」
を書いています。その中で、特に日本とのかか
わりの強い点を三つほどあげてみます。

①「医療IT」については、例えば医療情報デー
タベースといったものを作り、米国と日本との間
で相互に運用可能、利用可能な状態にする方向へ
持っていこうということがうたわれています。

日本側から見れば、番号法、マイナンバー制
度といったものの検討、準備が進められていま
すね。そのデータベースへのアクセスが進んで
いくことが予想されますが、これは医薬品や医
療機器の開発などに役立つでしょうから、その
早期の実施を求めるというがアメリカ側の基本
的な認識です。研究開発能力の高さを自負して
いるアメリカ側にとってみれば、そういった方
向は望ましいということになるのです。

②「医療サービス」については、「外国事業者
を含む営利企業が包括的サービスを行う営利病
院を提供する可能性等」といったものを進めて
いけとも指摘しています。外国企業のアクセス
が制限されているのが問題だという意見です
が、このあたりがどうなっていくか、日本の医
療関係者の間での懸念ということになります。

③「医療機器・医薬品」については、先ほど触
れましたので省略します。
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供しています。価格を下げて売ると価格体系に
ひずみが出ることを懸念して無償で配布をして
いるようです。医薬品というものの性格からみ
て、これに関税をかけることはすべきでないと
いうことを米国は言っています。

横道に逸れますが、そもそも関税にはどんな
役割があるか。古く歴史さかのぼってみますと、
一つは、税をかけて収入を増やすという役割で
す。交易、貿易は国の経済を豊かにします。古
くは唐、そして宋、明の時代、官、権力の側が貿
易を独占して中国から貴重な品々をもち込む、
という一定の通商関係がありました。それを日
本で高く売るなどして財源にしたり権威を誇示

（4）USTR：医薬品へのアクセス改善のための
TPP貿易目標

昨年9月の「医薬品へのアクセスの拡大のた
めのTPP貿易目標」というUSTRのペーパーを
レジュメのうしろから2枚目に付けておきま
した。これは日本を対象にしたものではなく、
TPP交渉にあたっての問題意識を書いたもの
です。（参考資料1-1, 1-2）

特に、その3番目で「医薬品に関する関税撤廃」
を言っています。ある意味では、当然と言えば
当然ですね

今なお開発途上国では、マラリアや感染症な
どで多くの方が亡くなられ、平均寿命40歳前後
の短い国々もあります。

所得も低く医薬品に手が
出せないといったことで、
例えばエイズの治療薬を開
発した企業がアフリカの
国々の患者に無償で薬を提

参考資料 1-1
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てしまうことのないよう外国産品に課税する、
いわゆる保護関税です。

しかし、そもそも医薬品は生命の保持や健康
の維持に直接関わるものであり、なくてはなら
ない不可欠のものです。高くても、どんな対価
を払ってでも手に入れ、使いたい、そういうも
のです。それに重い税金をかけることは、基本
的に人倫に反し、すべきではないというのが共
通の理解だろうと思います。

ちなみに、医薬品の関税問題については私自
身にも思い出があります。今のWTO（世界貿易
機関）の前身にあたるGAT（関税と貿易に関す
る一般協定）は10年に1回くらいずつ、大きな国

するために使ったりしました。平清盛の福原の
都などはそういう思惑でつくったのでしょう。
幕末の薩摩藩が豊かであったのも、中国との密
貿易を一手に抱えていたからということがあっ
たようです。ライン川沿いにはたくさんのお城
が作られており、現在では世界遺産の景観と
なっていますが、ライン川を上り下りする船に
税金をかけるために築城されたのです。アメリ
カ独立の原因の一つに、イギリス国王がアメリ
カの輸入品に重い税金をかけたことがありまし
た。ボストン・ティーパーティー事件が象徴的
です。そういう収入にして財源を富ますという
側面が、一つあったということです。

もう一つは、この関税を
かけることによって国内産
業を保護するという目的が
あります。安い外国産品が
入ってきて、国内の事業者
が価格競争で負けて衰退し

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
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田
講
師
）

参考資料 1-2
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また、「税関における障壁の低減」ということ
があります。税関だけでなく検疫所などでも、
その通関手続きが参入障壁になっているという
指摘がしばしばあります。検疫所で成分が不明
だからと言って長く待たされる。全品培養し検
査し不純物や異物が入っていないことを確認し
てからでないと入れませんよと懇切丁寧に検査
をする。そしてどんどん輸入が遅れるというこ
とになります。こういったことも合理性のない
場合には、いわゆる非関税障壁になるわけです。

2011年11月に外務省のホームページでアメリ
カのUSTRの報告書を公表いたしております。

参考資料2も見てください。「TPP交渉参加国
の公的医療保険制度等」、これは今年3月末から
外務省のホームページに載っている資料です。
TPP交渉参加国9カ国でどんな医療保障制度が
導入実施されているかをごく簡単にまとめたも
のです。（参考資料2）

際会議を開いていましたが、平成年代に入って
の初めの頃は、GAT・ウルグアイラウンドで、
延々とマラソン交渉をやっていました。これと
いう成果が上がらない交渉でしたが、医薬品に
対する関税の相互撤廃というおおきな成果を挙
げています。これは日本が積極的に言い出して
実ったものでして、現状で世界の31の国が相互
撤廃の協定を結んで撤廃をしています。当時、
私は厚生省の経済課長をしていまして、外務省
と協議をし、医薬品関税相互撤廃について合意
していました。若い時に、医薬品産業の資本自
由化、医薬品に係る物質特許制度導入を行う際
の担当者でもあったということもあり、関係業
界の理解も得て、そうすることにしたのですね。
当時、日本は有力な相互撤廃の主導者でしたか
ら、外務省は「やっぱりやめたなんて決して言
わないでくださいね」とよく頼みに来ていたと
ことがありました。今、日本は31の国との間で
医薬品関税を相互撤廃しています。

参考資料 2
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いては、負担が増えるわけですが、減税で負担
がかからないようにする。これがオバマ国民皆
保険法と言われるものです。これも各州レベル
で憲法訴訟が起きています。州の最高裁で既に
20くらい憲法違反だという判決を受けているよ
うです。今、連邦最高裁に移って最終的な憲法
審査の段階に入っている状況です。
（注）1 オバマケア法について、アメリカ最高裁判所

は、2012年6月28日、同法の根幹部分であ
る国民に保険加入を義務付け、非加入者に罰
金を科する条項を合憲とする判決を行いま
した。

2 2010年 オバマ大統領の下、医療保障改革法
の骨子（公的医療保険制度の拡大は見送り）
・民間保険加入の義務化
・安価な保険提供のため州による保険取引所
（Exchange）の創設
・既往症を理由とした保険加入拒否の禁止
・中低所得層の保険料負担軽減のための税額

控除（減税）
・従業員の保険料を負担する小規模企業への

税額控除
・低所得者のための医療扶助制度であるメ

ディケイドの拡充
・これにより今後10年間で3200万人が新た

に保険加入する
・約9400億ドル（約85兆円）の財政負担

この財源として、高額民間保険に加入して
いる富裕層への課税高齢者向け公的保険で
あるメディケアにおける利子配当所得に着
目した保険料引き上げ

・支出削減等
・製薬企業、医療機器企業への拠出金賦課

医療保障制度の方法については、社会保険方
式以外に、公費（税金）で医療保障制度を行って
いる国もありますし、シンガポールのように、
社会保障個人勘定というものをつくって、そこ
に非課税でお金を積み立てて、積み立てたお金
の範囲内で必要なサービスを利用するといった
仕組みをとっている国もあります。要すれば、
医療保障制度は、それぞれの国の歴史、国民性
や価値観、社会経済状況などを反映して、基本

米国には現在、公的医療保険制度として、高
齢者と障害者を対象としたメディケアがありま
す。また、無所得、低所得の貧困層を対象にし
たメディケイドがあります。これは保険制度で
はなく全額公費を財源とした制度で、日本の生
活保護の医療扶助に相当するものとなります。
メディケアとメディケイドは、ケネディの次の
ジョンソン大統領の偉大な社会計画によってよ
うやく実現を見た制度です。これらの適用を受
けている方は、国民の約2割と推計されていま
す。これらの公的制度、それに民間医療保険に
加入、適用を受けていない方は、全くの無保険
状態にある国民は四千数百万人あるいは五千万
人と推計されています。今、アメリカの人口に
ある50数％、60％強の方々は、会社が従業員の
ために保険料負担を全額または一部負担をして
います。その契約と負担の内容によって、利用
できる医療機関や保障される医療内容が決まっ
てきます。

こうした現状を打破するために、歴代の民主
党政権は国民皆保険をずっと政策の中心に掲げ
てきました。1935年に当時のルーズベルト大統
領が、ニューディール政策の一環として社会保
障法（Social Security Act）を提案したときにも
公的保険制度を織り込んでいました。しかし当
時の連邦議会で認められず、結局、公的年金制
度と失業保険制度の部分的な実現にとどまりま
した。そして戦後、歴代民主党政権のトルーマ
ンとケネディも試みましたたが挫折しました。
また、ベトナム戦争のころ、ジョンソン大統領
の偉大な社会計画の中で、公的保険制度の提案
をしましたが、抵抗が強く、部分的にできたの
がメディケアとメディケイドでした。これをさ
らにカーターさんもクリントンさんも全国民を
対象としたユニバーサル・カバレッジと言いま
すか、国民皆保険の旗を掲げましたが挫折をし
ました。

結局、オバマさんのときに一応成立をみまし
た。一応成立をみたと言っても、いわゆる保険
制度、公的な制度を実施してすべてをカバーす
るいわゆる典型的な国民皆保険ではなく、公的
な制度でカバーされていない人に民間保険の加
入を義務付けたものです。その保険料部分につ
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者会見を行いましたが、その仕掛け人が、この
齋藤さんです。牛肉の問題については、それほ
ど深入りしない簡単なやり取りがあったとされ
ています。

そして、日米両国の間で「双方は物品（goods）
の関税の最終的な取り扱いについては、TPP交
渉プロセスの中で決まっていくものであること
を確認した」となっています。はじめからこれ
は入れないとか入れるとかどうするとかではな
くて、これからの話し合いの中で決めていくと
いうことで合意をしたとされています。

4　TPPにおけるセンシティブ品目の扱い

こういう品目を「センシティブ品目」あるい
は「例外品目」と言っています。こういう品目に
ついては、当分の間、1 ～ 5％が想定される範囲
のようですが、低い税率をかけて、例えば5年あ
るいは一定期間の移行期間、ショック緩和期間
というものを設ける方向にあることが確認され
たことになっています。

6　TPP参加を積極的推進の立場

TPPに参加した場合に、特に日本の医療にど
のような影響を及ぼすことになるか、日本国内
の代表的な意見をまとめて整理すると、ここに
書いてあるようなことになると思います。

資料6を開いてください。まずTPP推進、積極
的サポート側の意見です。

第1に、石油やレアアースなどの資源が乏し
く外国に依存しなければいけない日本にとっ
て、自由に制限なしに必要なものが輸入できる
こと、つまり今回の中国によるレアアース輸出
規制のようなことが生じないことハに保経済、
国民生活にとって死活的な重大事です。そして
輸出の際に、日本製品に差別的で不当な高率の
関税が課さられたり、障壁が設けられたり、価
格が人為的に引き上げられることがないことが
極めて重要なことは言うまでも有りません。い
わば自由で対等な関係、自由経済市場、そうい
うものを通じて安定的に日本国内に輸出入でき
るようにすることは「死活的問題」であるとい

的な仕組み、財源、給付の内容、保障の水準は
様々で多様であることを理解しておく必要があ
ります。

（5）玄葉外相とカークUSTR代表会談
（2012-4-11）
今年の4月、ちょうど4週間くらい前でしょう

か、玄葉外務大臣がアメリカのカークUSTR代
表と会談をしました。この会談の記録もホーム
ページに載っています。カークさんは、「TPPは
アメリカの経済政策上の最優先事項の一つであ
る」と明言し、「TPP参加については今後とも日
本に協力をしたい」と言っています。「協力を
したい」ということですから、日本の立場をよ
く理解して、日本の利益が最大限損なわれない
ように配慮するから、ともかく入ってきてちょ
うだいと言っているように読めますが、それは
読み過ぎでしょうか。このとおりであれば、あ
まり心配することはないのかもしれません。い
ずれにしても「緊密な連携を保ち」これから進
めていこうと発言し、その点で一致をしたこと
になります。

また、「米国議会や利害関係者が強い関心・
懸念を有している問題」として、アメリカが特
にコメントをしたのは、自動車と保険です。た
だしこの場合の「保険」とは、国民皆保険といっ
ているときの公的保険、社会保険ではなく、民
間保険とりわけ日本郵政のおこなっている「か
んぽ」、簡易保険のことを指しています。

ちょうどこの時期、国民新党を先日離党した
亀井静香さんや金融担当大臣であった自見正三
郎さんを中心に郵政民営化見直しの議論が上
がっていました。日本郵政（郵貯・簡保）の株式
全額を売却して完全に民営化する政策を見直し
売却時期も延ばそうという議論をされていると
きで、それに対するアメリカの民間保険サイド
の牽制であり、懸念の表明ということであった
と思います。

今日の新聞で、日本郵政の齋藤次郎社長が、
日本郵政としてがん保険などの商品を売る予定
はないと言ったと報道されています。この齋藤
次郎さんは大蔵省の次官だった方で、細川護煕
総理が国民福祉税7％の導入について深夜の記
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います。そのためには、モノやヒトの流動化を
促進しなければいけないので、TPPが必要だと
いうことになります。

第3に、TPPで輸入が完全に自由化された場
合には、コメ、牛肉、たばこ、チーズ、砂糖きび
などの一次産品への影響は当然あり得えます。
これについては、例えば後継者の養成について
積極的な対応策を講じたり、安全でおいしく品
質の高い農業産品の生産や、流通・輸出の支援
策、第1次産業の基盤整備といった方策を講ず
ることで対応していこうという考え方です。

今、障がい者や母子家庭のお母さんなどを対
象に就労支援対策が行われていますが、農業や
漁業を志す若者のための教育訓練、職業訓練を
積極的に進めたらどうか。二十数年ぶりに農業
大学ができそうだということが数日前の新聞に
出ていましたが、魅力ある農業高校、農業大学
づくりを進めたらいいという意見があります。

人材養成以外にも、例えば基盤整備において
も、経営の大規模化、法人化をさらにすすめる
というようなこともあります。あるいは、民主
党の政策の一つですけれども、農業層が一定の
生活水準維持が可能となる所得保障制度という
ものもあるかもしれない。近い将来深刻化が避
けられない世界の食糧問題、環境保全等々、い
ろいろな観点から食と農業の問題を考えずに現
状のまま推移することでは、我が国の存続にも
影響が出てくる恐れもある。そういった視点か
らの意見でしょう。

先日、長野県上田市に行きました。村の人た
ちが、段々の棚田の田植えや維持管理の参加券、
収穫の一定量の受け取り権を都会の人に幾らか
で売っていました。売って折おりにきてもらう。
都市の住民との結び付きによって、若干の労働
力の補強と現金収入を得るということですね。
アグリカルチャー、アグリツーリズムは、イタ
リアやフランスで盛んです。メディカルツーリ
ズムばかりが喧伝されていますが、日本版アグ
リツーリズムを積極的にやったらいいと思いま
す。ここも知恵の絞りどころと思います。

日本のコメやカキ、ミカン、ナシは、非常に
高い値段で、中国、台湾あるいはヨーロッパな
ど外国で売られています。負ける、負けるとい

うことです。そういう観点から見ればTPPは、
いやとか好きとかではなくて、やるしかないで
はないかということです。

さらにここの延長線上でもっと激しい考え方
も耳にします。農業、農業と言うけれども、農
業人口は就労者人口の2％ほどしかない。それ
以外の経済活動で日本は飯を食っているんだ。
2％の雇用者のために98％が犠牲になっていい
のかという意見です。これは非常に極端な意見
だと思いますが。

いずれにしても、日本は相互依存関係の中で、
資源を輸入し、これを加工、生産して工業製品
として輸出をすることによって成り立っている
わけだから、TPPは当然やるべきだ。これが一
番典型的な主張です。

さらに現在、日本は今低成長、デフレ経済基
調です。その中で、少子高齢化に伴って増大す
る社会保障負担の財源確保、東北被災地域の
復興をしていかなければならないが、これから
マーケットとして大きく伸びていく東アジア地
域、太平洋地域を取り込まなければ、そのめど
も立たなくなってしまうし、日本のこれからの
成長も期待できない。新成長戦略が実現できる
かどうかのカギは、東アジア地域、太平洋地域
なのだ。これが一番典型的な主張でしょうか。

第2に、日本は世界最大の黒字国の一つです。
黒字がたまっているだけでは経済成長には貢献
しない。貯金を持っているだけでは駄目で、そ
れを投資する、適切に消費することがあって、
はじめて経済も活性化するし日本の成長も期待
できます。黒字を抱え込んでいる限りデフレか
らは抜けられないということなのでしょう。そ
のためには、日本は過剰な貯蓄を活用して支出
し投資をすることを通じて、経済を活性化し経
常収支のバランスをとる方向に向けなければい
けない。逆にアメリカは、もっと貯蓄をする方
向に進めて、黒字化を図っていくことでバラン
スがとれた状態になるという主張です。

昨日の日経新聞に、アメリカでは今急速に将
来に対する不安もあって貯蓄傾向が高まり、買
い控えが起きているということが報じられてい
ましたが、世界全体で貯蓄と投資とのバランス
がとれるような方向へ進むことが大事とされて
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の薬が使ってもらえるようにしろという主張を
し、相討ちに持っていけばいいという主張とだ
ろうと思います。要は、それぞれの制度の下で、
差別的で不合理な取り扱いをしない、公平な取
り扱いをすれば問題はないという考えです。

7　TPP参加に批判的な意見

他方、TPPに批判的、反対、懸念の声も、た
くさんあります。与党、野党の中にもそういっ
た意見は強くあります。

まず、一連の今の世界の金融危機、財政危機
の背景には、そもそもアメリカの大銀行、金融
ファンド、世界をまたにかけて動いているあの
金にあると。そこからアメリカの政治家も多額
の献金を受けている。共和党大統領候補のロム
ニーさん自身が、そんなビジネスをやっていた
人だという批判があります。アメリカの金融資
本、大銀行、大企業が世界市場をコントロール、
支配する有力な方法として進めようとしている
のがTPPであり、それに安易に乗ることはない
という趣旨です。

2番目に、TPPは政治経済全般にわたる中国
とロシア、特に中国に対する包囲網の一環とい
う面があることを理解しなければならない。新
たな封じ込め政策の一つのかたちだということ
です。逆に、中国は、TPPに対して本音のとこ
ろでは非常に警戒をしているという見方をし
ている人もかなりいます。今、日本は中国と良
好な関係に保たなければならないのに、安易に
TPP参加をいいだすから、尖閣問題やレアアー
ス禁輸のようなことになるという見方です。こ
ういう見方が日本の国益にかなうかどうかは別
として、そういう意見があります。

また、日本は、中国との連携を強めて東アジ
ア地域において影響力を強めていこうという動
きがあります。鳩山由紀夫総理は、日中韓三国
の連携、パートナーシップを強調しました。そ
の延長線上に普天間移設問題、県外移設発言が
あるというみる向きもあります。そういう視点
から、アメリカ寄りの立場を鮮明にするTPP参
加は慎重であるべきだという意見です。もちろ
んこの考え方は、アメリカの利益には合いませ

う意識だけではなく、もっと積極的に戦う意識
があってもいいのではないか。これを行政、政
治としてサポートするうえで、TPPはいいきっ
かけになるという主張もあるのですね。

第4に、いずれにしても、日本はこれから少子
化を迎え、国内の必要な労働力バランスが崩れ
ていきます。例えば医療、介護、福祉あるいは
健康関連産業の従事者数は常勤換算で今500万
人強でしょうか。実際にはもう少しいるかもし
れません。これに対して、民主党の看板政策で
ある新成長戦略によると、これから10カ年の間
に、278万人の新たな雇用を創出するとしてい
ます。そのくらいいないと介護、看護その他の
関連サービスが提供できないのです。合わせて
800万人くらいになると思います。

今、生まれる子どもの数は100万人強です。
女子はその半分で50万人です。今、看護学校の
入学定員は5万人強です。そうすると日本でオ
ギャーと生まれてくる子どもの10人に1人は看
護師さんにという時代になっています。勿論、
これに加えて、ケアワーカー、PT・OTその他
のスタッフも必要です。そう考えると、高齢者
など引退した人に、もう一度活躍してもらうこ
とも大事ですが、外国からの人材の活用は当然
考えざるを得なくなるという考えの方も多く
なってきました。

ただ、この外国人問題を考えますと、経済状
態が悪化したりしますと、移民排斥運動が起き
たりして、彼らの人権が損なわれたり、社会不
安の一因となったりもします。最近でも、フラ
ンスやギリシャでもそれに近い状態がみられる
ようですが、外国人材活用という政策選択は日
本にとってあるいは医療関連産業にとっても大
きな問題となってくるでしょう。

第5に、公的医療保険など政府によるサービス
の提供は、WTO、FTA、TPP、のそもそも論議
の対象外だという意見があります。政府のサー
ビスについて、それぞれの国がどんな政策をと
るかは、それぞれの国の主権にかかわる話だと
いうことです。日本の国民皆保険制度について、
アメリカからごちゃごちゃ言われる筋合いはな
い。言われるのなら、日本はアメリカに対して、
アメリカも国民皆保険をやったら、もっと日本
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んが。
3番目は、一連の世界経済の不安定、混乱の基

本は、過剰なマネーがわがもの顔で世界中を歩
いて行って利ざやを稼ぐことにあるのだ。そう
いう中で、一層このお金の流れの自由化を促進
するようなTPPには、基本的に慎重でなければ
ならず、合理的な規制があってしかるべきであ
り、従ってTPPは慎重に臨むべきだという意見
です。

保護関税は、その分、消費者の負担を重くし
消費に影響を与えますが、国は税収増にもなる
わけです。それを利用して国内の低所得層にお
金を回すことによって内需を刺激し経済が成
長する。そうすれば輸入も増える。少数の意見
だと思いますけれど、かえって関税をかけたほ
うがいいのだという主張も少数派ですがあり
ます。

4番目は、いわゆる小泉・竹中改革の時代へ
の批判です。規制改革、規制緩和、新自由主義
あるいは市場原理主義に基づいた政策の結果と
して、社会が不安定になり、生活保護費を含め
た財政費用が増加をして混乱を招いた。レッセ
フェール（自由放任）ではうまくいかない。公共
投資、公共の関与が大事だという主張です。こ
れは先ほど申し上げた1930年代半ばのアメリカ
においてルーズベルトがとったニューディール
政策と同じです。ケインズ主義と言いますか、
そういった延長上のあるような考え方と符合す
るもので、「大きな政府」理論に立つような意見
と見られると思います。

5番目に、医薬品についてですが、どんどん規
制を少なくして新しい薬がマーケットに出回
る。それはそれでいいことだが、逆に特許権や
ノウハウなどの知的所有権保護を強めていく
と、結果として開発者の独占的利益が強く保護
され高価格の維持につながっていく。独占薬価
などということになるのではないかということ
です。

アメリカでも、1950年代に、そういう議論が
強く当時の議会で、キーフォーバー・ハリス委
員会という特別の委員会がつくられ、エリスロ
マイシンという抗生物質の価格、供給独占をめ
ぐっての連邦議会挙げての製薬会社たたきが行

われたことがありました。
日本でも、昭和40年代後半に物質特許制度を

入れる云々という議論をしたときに、医師会は
非常に強い抵抗感を持っていました。これは独
占薬価ということになって、製薬会社の利益は
維持できるが、保険財政や患者の負担が非常に
重くなり、国民医療に害をもたらすのではない
かという批判でした。ただ、そういう適切な保
護がなければ、結局は新しい薬の開発に向ける
力、金と意欲が失われることになり、結果とし
ては国民医療の質の低下を招くので、やはり適
切な知的所有権の適切な保護は必要です。当時
の厚生省の担当者は実は私で、日本医師会の武
見会長のところへうかがって5時間くらいお話
をして、最後はよく分かっていただき、実施賛
成に回っていただいたことがありました。

6番目は、自由貿易協定ということまでやら
なくても、あるいはこれを結ぼうとしても早期
の妥結は難しい。そうではなくて2国間あるい
は3カ国間、つまり日本とアメリカの間での自
由貿易協定を結ぶ。ちょうど昨年11月に韓国が
アメリカと結んだように、日本も立ち遅れてい
るけれども、アメリカとやったらいいではない
か。何も10カ国で、立場や状況が違う国と一緒
にやることはない。バイでやったらいいという
主張もあります。

7番目は、食糧自給率の低い日本では、自給
率を高める政策選択の必要があるのであって、
TPPによって外国の農産品の輸入が増大する
ような政策選択をすべきではないという主張も
根底に強くみられます。
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年から国民皆保険を基軸にすすんできました。
今年51年目を迎えています。すべての国民に適
用を拡大する。同時に、医療保険制度に適用さ
れている人の間の不公平な格差を是正する。不
公平な格差とは、保険料負担水準の差異、給付
率の格差、保険給付の範囲の違いです。これら
をできるだけ公平なかたちに守っていこうとい
うことです。

日本の歴代の政権は、自民党も民主党もその
間の連立政権も、「給付の平等、負担の公平」を
モットーにして医療政策を進めてきました。公
的保険の適用を拡大し、受診時の一部負担に歯
止めをかけながら、他方、保険料負担の増高を
できるだけ抑制する政策をとってきました。患
者負担の軽減は、高額療養費制度さらには高額
医療・介護サービス費制度、さらにこれを進め
て医療費と介護サービス費以外に保育料や障が
い児者サービスの負担金分と家計の年間所得
とリンクさせて負担総額に歯止めをかけるとい
う、今回の社会保障と税の一体改革の中で検討
されている仕組みも、こういう延長上でできて
いました。なおドイツでは、一定所得以上の方
は公的保険制度に入らなくていいという仕組み
をとっています。

日本では、保険料や受診時の負担ができない
低所得、無所得の者については、国民健康保険
の加入義務を免除し、生活保護の医療扶助を適
用していますから、正確に言うと国民皆保険で
はありません。生活保護の受給者は約210万人
で、医療扶助費は生活保護費の5割以上を占め
ています。

ちなみに、介護保険制度は少し違う整理の仕
方をしています。介護保険制度では、65歳以上
の方は収入があるなしに関わらずすべて第1号
被保険者として位置付けられています。保険料
を払えない人については、保険料相当部分を生
活保護費の中の生活扶助費に組み込んで支払っ
ています。そして要介護認定を受けて介護サー
ビスを使ったときに負担する1割負担の部分に
ついては、生活保護法の「介護扶助」により支給
します。ですから、65歳以上の方については、
すべて社会保険が適用されているという意味
で、皆保険の理念に立てば、こちらのほうが進

8　TPP参加の医療分野への影響に関する考察

では、そもそもこのTPPの問題を基本的にど
んな考え方、どんな視点で考えたらいいかとい
うことです。三つほど基本的な視点論点がある
ように思います。一つは、国民皆保険制度との
かかわりです。二つ目は、医療経営、医療事業
の経営ということに対して、営利法人の参入を
認めるのかどうか。あるいはTPPをやると皆保
険や営利法人参入への道を開くことにつながっ
ていくのかどうか。三つ目は、医薬品・医療機
器あるいは人材などの適切な提供、流通の確保
とのかかわりです。こういう点について考えて
みる必要があると思います。

TPP交渉への参加の正式な表明を日本政府
はまだ行っていませんし、また、既加盟国から
参加容認の答えをもらっていない段階です。議
論がまだ始まっていませんから、日本国内の賛
否の意見が例えばUSTRの見解などに、センシ
ティブに反応しているということなのか。その
懸念が正しいのか、本当のところはまだ分かり
ません。これはこれからの交渉プロセス、経過
を見てみなければ分からないことです。

先ほど私がいろいろな意見、見解をご披露い
たしましたけれども、前提条件なしに素直に交
渉に入って、そしてそういう意見あるいは懸念
を言いながら日本国としての主張をすればいい
と思うのです。最終的に納得できなければそれ
こそ抜けたらいいのではないかという意見もあ
り得るのだと思いますいや、そんなことない、
いったん口車に乗せられてその話に乗ったら、
結局ずるずる蟻地獄、底なしの沼に引っ張り込
まれるから、そういうものと席を同じゅうせず
がいいのだという意見もあります。

4月18日は、そういうことで医療界が主催さ
れた会合です。会議が始まったら遅いのだから
始まる前に断固入らないよう決議するというこ
とで、大会、決起集会が開かれたのでしょうね。

（1）医療関係団体の主張
まず、医療関係団体の主張です。日本では、

医療保障に限らず社会保障体制の根幹は社会保
険制度です。医療分野について言えば、昭和36
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利益などに響き新薬開発の原資が減ることにも
なるので、できるだけ高い値段で売りたい。そ
こで、医療用医薬品については、他の商取引に
は見られない、複雑で不透明な取引形態が形成
されていました。メーカーは薬価基準通りで卸
に売る。卸は安い値段でないと医療機関が買っ
てくれないから仕入価格よりも安い値段で売
る。それでは利益がとれなくなるので、売ると
きにあらかじめ卸はメーカーにおうかがいを立
てて、許しを得た値段で売ることをもとめられ
ます。当然、仕入れた値段よりも安く売るわけ
で損失でますが、あとでメーカーがキャッシュ
バック、利益補てんをするということになりま
す。値引補償制度です。これは一種の闇再販制
度、再販売価格維持行為、少なくとも類似行為
にあたりますし、個々の医薬品の実勢納入価格
が把握しにくいことから薬価制度上も問題があ
ります。名目上は高い金額で売ったことにして、
あとから個別の品目名ではなく、卸の協力度に
応じてメーカーがペイするということですか
ら、これは保険制度上も大きな問題でした。

アメリカ医薬品企業の立場からも系列という
ものを打破しようという動きがありました。保
険制度の面からも問題があったわけで、必ずし
もアメリカ側の要求でということではなく、日
本独自の日本の問題でもありました。

日本医師会始め医療関係者の目からは、民主
党政権になってからの医療政策運営を見ると、
メディカルツーリズムあるいは総合特区制度な
ど、やはり心配、懸念を裏付けるようなことを
しているとみえるのでから、はっきりとした証
文がもらえるまで、安易に乗ることはできない
という主張となるのでしょう。

（2）論点
先ほど申し上げましたように、WTOの基本

的なルールなどから見ても、政府調達品目ある
いは政府の政策そのものにかかわるものは対象
外となると考えられます。それぞれの国が、そ
れぞれの国の事情に応じた医療保障、医療保険
制度をつくっているわけで、そんなに一概に国
民皆保険に穴が開くなどと思わなくてもいいの
ではないかという主張もあります。このあたり

んだ整理をしていることになります。
これまでのTPP参加問題の経過を医療関係

者の目から見ると、我が国の医療保障制度の根
幹たる「国民皆保険」を守るという明確で確固
とした発言が、野田総理から、内閣の意思とし
て出ていないので、不安が残るということで
しょう。特に、小泉改革以来のこの10年あまり
の、医療費抑制、混合診療全面解禁、営利法人
参入を容認する総合医療特区制度の創設などの
経過をみても、それに、そもそもアメリカはわ
が国の医療制度に関しいろいろ言ってきていた
ではないかと。TPP参加をめぐって、国民皆保
険堅持について断固とした意見表明、はっきり
とした交渉姿勢が見えない限り乗るべきではな
いということだろうと思います。

健康保険制度、皆保険制度について、アメリ
カが日本に対しては何かを言ってきたことは、
私が知っている限りありません。しかし、薬価
算定方式、薬価収載ルールなどについては、中
曽根内閣のときの日米「MOSS協議」の中で交
渉が重ねられ、医薬品がターゲットになった
経緯がありました。「MOSS」とは、「market-
oriented」、市場重視型、市場志向型の多角的協
議ということです。

また、平成年代の初め、日米構造問題協議が
行われましたが、ここでは日本の流通市場、流
通慣行が非常に閉鎖的、差別的、不透明だと指
摘され、医薬品の流通は系列取引で、医薬品価
格も差別的で不合理だと非難されました。今は
様変わりしましたけれども、武田薬品の薬を主
として扱っているのはクラヤと三星堂、三共の
薬を扱っているのは福神、シオノギはオオモリ
薬品というように主な卸が決まっていました。
それでほかの会社はなかなか扱えない。フルラ
インで総合的に扱えるものがなかったのです
ね。自動車についても同じことが言えました。

また、価格決定にも値引補償制度がとられて
おり、公正取引に反し、再販売価格維持行為に
当たると指摘もありました。医師の処方権、薬
価基準制度の存在、競合する品目の多さ、安全
税確保の要請など、医薬品取引に関しては他の
商品にない特徴があります。

安い値段で卸が売るとメーカーは最終的には
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国民の合意、コンセンサスが必要です。また、
専門的な有効性や安全性の確認が伴うので、客
観的な合議の専門機関で議論を進めてもらうこ
とが望ましいということになります。かつては
必ずしもこういうことはありませんでした。一
種の談合だというと言い過ぎかもしれません
が、医療界の大先生が担当官に言うと、疑義解
釈通知という形で入ってきたりして不透明だな
どと非難されたことがありました。

透明度あるいは客観性を高める努力をしなが
ら徐々に進めてきて今があります。このことに
ついてアメリカから積極的なクレームがついた
ことはありませんでした。

薬価算定ルール、特定保険医療材料の償還価
格設定については、それぞれの診療行為、医薬
品の効能効果・安全性、医療機器の機能などに
ついて客観的な評価を行ううえで問題が若干
残っています。特に医療機器については、まだ
アメリカ側から見ると、承認が遅い、価格設定
が十分でなく、特に医療上の効果に見合う公的
な償還価格設定がなされていないという指摘が
あります。

中央社会保険医療協議会の薬価算定組織や医
療材料価格算定組織などにおける議論も、もっ
と医療経済的な評価を客観的にする方向にき
ています。HTA、ヘルス・テクノロジー・ア
セスメントですね。そういうプロセスの場に、
PharmaやAdvaMedなどの団体の代表を招いて
意見を開陳させて論議をしながら決める。手続
きの透明化、手続きの開放を進めることによっ
て、実質的な問題は相当解決できていたし、こ
れからも解決可能だと思われます。そういう協
議交渉を丁寧に進めることによって、はじめて
このTPP交渉参加問題あるいはTPP加入の是
非、障害の除去出来ていくものとおもいます。

不十分な情報また漠然とした不安の中で議論
をしたり、先入見的な思い込みの論議をしてい
ても、あまり効果は出ないと思えて仕方ありま
せん。

の議論をしっかりやってもらわなければいけな
いと思います。

混合診療についてもそうです。日本の健康保
険の給付は、「療養の給付」ということを大原則
に掲げています。診断、検査、投薬、処置あるい
は入院というサービスそのものを患者に提供す
るという法律の構成です。お金を払うのではな
く、医療というサービスを提供することが健康
保険の本質であり、それを行うのが保険医療機
関です。その保険医療機関がそれ以外のサービ
スを提供することは、この法分規定の趣旨から
みて認められない。これは伝統的な有権解釈で
あり行政運営です。混合診療禁止原則を明確に
するために、保険医療機関・保険医の療養担当
規則にその趣旨が書いてあり、療養の給付の対
象となる医療サービスの版と内容を定めたもの
が、診療報酬点数表、そしてその一部であり薬
価基準、特定保険医療材料価格基準ということ
になります。

それ以外のサービスで、どうしても社会・医
療事情の中で必要だというものがあります。例
えば医療上の必要性というよりも、療養上の快
適さの観点から、風呂付、次の間付の部屋がい
いとか、広い部屋がいいとか、いわゆる差額ベッ
ドといったようなもの。あるいは、歯科医療上
は別に金やプラチナでなくてもいいのだけれど
も、ニコッと笑ったときに金歯がキラッと光る
ほうがいいという人がいることも事実です。し
かし、それを使うなら材料差額を払ってくださ
いということです。

あるいは、開発されて相当程度大丈夫だとい
うものだけれども、まだまだ普及という点では、
極々限られた一部の方しか利用できないような
もの。安全性や有効性などの若干懸念が残るよ
うなものについて、全国民が負担している保険
料と公費でやるのは問題なので、そこの部分に
ついてだけは自己負担にする仕組みが高度先進
医療の仕組みです。保険外併用療養費制度とい
うことで、徐々に穴を開けて今日まできていま
す。一定の限定されたルールの中で、混合診療
が解禁されているとみていいと思います。

適切妥当な医療は何なのかということついて
は、これは負担が伴うわけですから、それこそ
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ないのではなくて、交換妥当な、適切な価格で
交換できる世界的な通貨交換体制を基軸としま
した。これを進めればユーロ、通貨統一までい
くのです。戦後の世界経済体制の基本協定がブ
レトンウッズ協定です。

ブレトンウッズ協定には、大きな柱が二つあ
ります。一つは、貿易と関税に関する一般協定

（GATT）です。もう一つは、IMF（国際通貨基
金）です。そして、GATは発展して今日のWTO
世界貿易機関になっています。そういう積み重
ねをやってきて、そして共産圏が崩壊をして、
ロシアも含めて東ヨーロッパ諸国は自由経済市
場になっていく。中国も社会主義市場経済へ、
開放経済へと徐々に入ってきています。

自由貿易圏、自由経済市場の拡大という大き
な流れは、第2次世界大戦にいたった経過の中
での反省から出ています。このことを十分頭に
おいておかなければなりません。医療、国民皆
保険問題が一領域というのではありませんが、
自由経済市場の拡大は、ある事業分野や産品、
グッズをめぐる問題ではなく、人類の生存とい
う観点から見た体制はどういうものなのか、世
界体制をどう考えるかということとの関連にお
いて考える視点を持っておいたらいいと私は思
います。

資料5に、先に紹介した、ウルグアイラウンド
交渉のことを書いております。細川政権から羽
田政権、村山政権に入って行くという時代、関
税の相互撤廃が既に行われていて30あまりの国
と地域（マカオは国ではないので地域といいま
す）が加わっています。現在では8700品目と言
いますから、大部分の医薬品はカバーされるよ
うになってきています。

日本の薬価基準収載品目数は、最近、ジェネ
リックが増えてきて一万五千数百ですが、重要
なものはかなりカバーされてきていると頭に入
れておいてください。そのほか、先ほどお話し
した、日米構造問題協議などなどがありました。

そして直近、連休直前に、日中韓賢人会議が
開かれました。日本からは福田元総理が参加し
ました。韓国、中国からもそれぞれ元首相ある
いは副首相クラスの方が出ています。日経の記
事の中に、あまりTPPのことは書いてありませ

5　TPP問題を考える視点―歴史的考察

資料4に戻ります。そもそもこのTPPを考え
るとき、歴史的な流れを頭の中によく入れて考
えたほうがいいと思います。

やはり人類にとって、最も大きな災難、惨禍
は第二次世界大戦でしょう。ヨーロッパ戦線、
太平洋を含むアジア地域で約1億人という死者、
そして多くの人が重い障害や病気を持つという
経験をしました。

なぜ、そういう世界大戦を招いたのか。第一
次世界大戦後、国際連盟を中心とした新しい社
会体制、ウィーン体制の中で動いていたわけで
すが、例えばドイツにすれば、本当は自分の国
が弱くて負けたのではなくて、国内に裏切り者
がいたから負けたんだ。背後から刺されたから
だという思いがずっと抜けていませんでした。
これがさらに重い賠償金の取り立て、あるいは
超インフレで、社会が混乱していく中で、ナチ
ズムというものが出てきます。そのナチズムが、
東ヨーロッパ諸国を自らの経済圏へと引っ張り
込んで報復を始めた。その東ヨーロッパ地域も
含めてドイツは自立的経済圏（アウタルキー）を
つくっていったのですね。そういう閉鎖的な世
界に囲い込みをやっていくわけです。

イギリスも、大英帝国が解体していく過程で
通貨・ポンドを中心としたイギリス連邦という
かたちで抱え込んでいく仕組みをつくりまし
た。日本は日本で大東亜共栄圏を目指すなど、
それぞれが自分の経済圏域をつくっていきま
す。このぶつかり合いが最終的に第2次世界大
戦を招いたということです。各国が持っている
矛盾が、それぞれの地域の中で深刻化し、ぶつ
かったということです。

アメリカは、日本が真珠湾攻撃をするまでは
アメリカは中立を守り、戦争の外にいたわけで
す。アメリカのルーズベルトは、チャーチルと
のヤルタでの会談などで、戦後の新しい社会、
ニューワールドの構想の話をしました。ルーズ
ベルトの有名な演説、「四つの自由」の演説があ
ります。

戦後の世界経済体制については、自由な市場
経済と言いますか、ある地域だけでしか通用し
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また、TPP交渉については、今、メキシコが
加わりたいと表明しています。さらに言えば、
APEC加盟の国々、その中でも大国、今や人口3
億人まできているインドネシアがあります。そ
こまでの大国ではないけれども、中国と微妙な
関係に立っているフィリピン、ミャンマーある
いはタイ。小さな国ですがラオス、そういう国々
もTPPに含めていくような方向が早く出てく
るといいと思います。

太平洋に面してはないのだけれども、東アジ
アという視点から見れば、もう一つの大国、イ
ンド、パキスタン、バングラディシュと、人口
の大きな、マーケットとしても大きな国、地域
があるわけです。そういった国々が加わってく
る。そのときには勿論、中国も加わるというの
が、世界経済の安定、勿論それ以上に世界の平
和にとって不可欠だろうと思います。

当面は、APEC参加国21カ国がTPPに加わっ
ていくのが望ましいということですが、それぞ
れの国々は、みな固有の大きな問題を持ってい
ます。第一次産業分野も保護しなければいけな
い。例えば中国や韓国にとっても、もっと安い
外国産品どっと入ってきたらどうするか。現に
韓国はでは、アメリカの安いトウモロコシや牛
肉が入ってきたら困ると、今、強い反発、反対
活動が起きています。世界の最貧国の一つバン
グラディシュは農業国ですが、そのコメが入っ
てきたら、日本が今驚異だと思っている国に
とっても驚異になってくるのでしょうね。

非常に予想しにくい展開にはなりますが、や
はり、相互依存関係を強めながら自由市場、そ
の中で、立ち遅れている国や不安定な国に対し
て、本当の意味での協調し、人道的なものも含
めて、支援をどうするかという枠組みが求めら
れてきます。世界平和、人類の生存の観点に立
つと、世界レベルでの所得の再配分、そんなこ
とを求められる時代がきっとくるのだろうと思
います。以上で話しを終わります。ありがとう
ございました。

んが、日中韓FTA交渉、日中韓3カ国の自由貿
易協定をまずやるとありました。中国はTPPに
参加表明していません。中国包囲網の一環だと
いう受け止め方が流れているなかで、外交上の
配慮からTPPに触れなかったと推測しますが、
そうなると鳩山さんの構想と若干近いのでしょ
うか。日中韓3カ国の間で並行して、あるいはそ
れぞれバイで日中、日韓、中韓で、経済連携協
定EPAをつくるという考えですね。経済連携協
定は、人材などを含めた非関税障壁の問題を中
心に取り上げています。その一環で、フィリピ
ンやインドネシアの人材を日本で教育研修をし
て看護師・介護士としてどう活用するか。ある
いはどれだけ受け入れるかということが近年課
題としてあります。これはEPA協議でやってい
ます。これらを通じて垣根を低くしてFTAさら
にはAPEC加盟二十数カ国が加わったFTAAP
といったところへ持っていこうという提案を、
福田さんはされたということです。

中国側は、そのお国柄から、元副総理が勝手
に発言するなどということは考えにくいので、
一定の事前のコンセンサスの延長線上でお話し
なさっていると推測をするわけですが、日中韓
FTA構築に向けて交渉開始に早期妥結をした
い。それは、この地域の安定、3カ国にとって共
通利益だということを言ったとされています。

韓国の元首相もほぼ同じスタンスの発言をな
さっています。

TPPの歴史的な背景、各国の基本的なスタン
スといった、TPPを考えるにあたっての基本的
な視点のようなものをお話ししました。

このTPP協議には、実は締め切りがありませ
ん。うしろがないので、いつ本当に合意できる
かという客観的な見通し、展望はないと思われ
ます。それだけに丁寧な時間をかけて、日本国
内においても皆さんの不安がないようなかた
ち、不安が除去されることが大事です。例えば
先ほど申し上げたような、国民皆保険、これは
本当は純粋な国内政治問題ですが、これが議論
に及ぶことはないと思いますが、こういった点
についての懸念が払しょくされるようなことが
大事だと思います。
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